
平成２６年１０月１日 伊勢建設事務所

簡易総合評価方式評価項目一覧 【土木一式工事】 除算方式 工事名：○○○○
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極めて優れている 20
優れている 15
良好である 10

概ね良好である 5
上記以外 0

優れている 20
概ね優れている 15

良好である 10
概ね良好である 5

上記以外 0
△ 加算点
満点×1割

×件数

加算点
満点

204 ※技術提案の作成にあたっては、「技術資料作成上の留意事項」を必ず確認してください。

【ご案内】 下記アドレスにおいて、評価項目添付資料についての参考資料を掲載しておりますので参考にしてください。

http://www pref mie lg jp/NYUKAN/oshirase asp （「総合評価方式による入札での評価項目添付資料について」参照）
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総合評価方式に係る技術提案の不履行件数によ
る減点

地域精通度・
貢献度

社会貢献度

企業の技術
力等

技術提案
様式－６－１
様式－６－２

各団体が発行するCPDの取組実績

ヒアリング 配置予定技術者の工事監理能力等 20

本件工事で技術提案又は施工体制確認資
料に記載の内容について、不履行があった
場合の翌年度の取り扱い

本件工事において技術提案又は施工体制確認資料に記載の内容について、不履行があった場合、本件工事完成年度の翌年度に三重県が発注する総合評価方式案件（以下「発注工事」という。）において、貴社の加算点から発注工事の加算点満点の1割を減点します。
また、本件工事完成年度に複数の工事で不履行があった場合は、不履行工事件数に応じて減点します。
なお、貴社が特定ＪＶ又は経常ＪＶの構成員である場合についても、発注工事の加算点満点の１割を減点します。

(例) 本件工事完成年度に不履行工事が２件あった場合の翌年度の取り扱い
   発注工事の加算点満点がA点の場合、減点は  ： A点 × １割 × 前年度不履行工事 ２件 ＝ △0.2A点

 発注工事の貴社の加算点がB点の場合、加算点は   ： （B － 0.2A） 点となる。

配置予定技術者に対してヒアリングを行い、工事監理能力について評価します。
※配置予定技術者がヒアリングに出席出来ない場合は評価しません。

技術者の能
力

ヒアリング

配置予定技術者が元請として単独もしくはJV構成員（出資比率20％以上に限る）の主任(監理）技術者〔専任〕又は現場代理人として従事し
た工事のうち、契約金額２千５百万円以上の評価対象工事の実績について評価します。
・「評価対象工事③」とは、「○○工事」を指します。
・主任(監理)技術者としての実績については、平成１１年度以降に完成し、かつ、引渡しが済んでいる評価対象工事を対象とします。なお、主
任（監理）技術者としての実績とは、対象となる工事の契約日から完成日までの期間において、完成日を含む２分の１以上の連続した期間に
従事した実績をいいます。
また、現場代理人としての実績については、平成１６年４月１日以降に発注され、同年度以降に完成し、かつ、引渡しが済んでいる評価対象
工事において、その工事の主任技術者として求められていた資格を有し、かつ、全工事期間中、工事に従事した者（コリンズに登録されてい
た者に限る。）を対象とします。
・主任（監理）技術者又は現場代理人として申請する場合の記載できる工事実績は、１件とし、コリンズに登録された公共機関等発注の工事
に限ります。
・工事実績は、原則として工事名及びコリンズに登録の工事概要により確認しますので、コリンズの写しを提出してください。ただし、コリンズ
の写しの提出により内容の確認が出来ない場合については、コリンズの写しに加え工事仕様書等別途判断できる資料を提出してください。
※添付資料により判断出来ない場合は評価しません。

配置予定技術者の
工事実績

80

施工上留意すべき課題と対策

5

配置予定技術者が建設系CPD協議会加盟団体（建築関係業種については建築CPD運営会議の加盟団体を含む）で証明、認定されたCPD
単位の取得状況により評価します。
（確認は加盟団体が発行した、学習履歴証明書等の写しの提出により行います。）
・取得単位の評価は加盟団体のうちいずれか１団体の証明書等に限ります。
・証明発行団体以外の取得単位は、CPD単位の相互承認を受け、証明書発行団体の証明に含めることも可能とします。
・評価対象期間は、平成２５年度及び平成２６年度とします。

上記以外又は実績なし

三重県内で平成１１年度以降に完成し、かつ、引渡しが済んでいる契約金額２千５百万円以上の評価対象工事の元請として、単独もしくは
JV構成員（出資比率20％以上に限る）としての実績について評価します。
・「評価対象工事①」とは、「○○工事」を指します。
・「評価対象工事②」とは、「○○工事」を指します。

・記載できる工事実績は、１件とし、コリンズに登録された公共機関等発注の工事に限ります。
・工事実績は、原則として工事名及びコリンズに登録の工事概要により確認しますので、コリンズの写しを提出してください。ただし、コリンズ
の写しの提出により内容の確認が出来ない場合については、コリンズの写しに加え工事仕様書等別途判断できる資料を提出して下さい。
※添付資料により判断出来ない場合は評価しません。

有

3

平成２６年度格付けに係る平均工事成績点数を評価基準に記載の計算式により評価します。
・加算点は、小数点以下切り捨てとします。
※工事成績がない場合は加算点０点とします。

－

この工事の公告日が、三重県が総合評価方式で発注した工事で不履行によるペナルティが課されている期間内である場合、
「総合評価方式技術提案等履行確定通知書」に記載した減点を行います。

上記以外

配置予定技術者の主任（監理）技術者（専任）又は
現場代理人としての工事実績

評価対象工事③の実績有り

25

注）１項目あたりの評価基準・加算点

６０
(最大２０
点/項目
×３項目)

ISO９０００Sの認証取得の有無により評価します。
（確認は、評価機関による登録証等の写しの提出により行います。）
・認証されている範囲がわかる付属書等の写しも提出してください。
・ISO9000Sは、当該工事の入札に参加する者が認証を受けていることを条件とします。（付属書の添付等）無

① 次世代育成支援活動実績

② 男女共同参画活動実績

③ 障がい者雇用実績

④ 環境マネジメントシステムの認証
（ISO1400１、M-EMS）

20

評価対象工事②の実績有り

労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン(建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドラインを含む）に沿った取り組みの有無によ
り評価します。（確認は、評価機関による評価証、適合証明書等の写しの提出により行います。）
・当該工事の入札に参加する者が認証を受けていることを条件とします。（付属書の添付等）

品質マネジメント
品質マネジメントシステムの認証

（ ISO9000S）

20

～

労働安全衛生管理 労働安全衛生マネジメントシステムの認証

評価対象工事①の実績有り

手持ち工事量 契約中の公共機関等発注の工事と1級技術者の数の比率

無

県内企業による施工

10

5

当該工事を貴社が受注した際、当該工事の施工について、直営及び下請負いにかかる工事のうち、建設業法上の建設工事を全て県内企業
により行う場合に評価します。
・県内企業とは、三重県内に本店及び建設業法上の主たる営業所を有する企業をさします。
・当該評価項目の申請内容については、契約後、施工体制台帳、部分下請負通知書等により下請負者を確認します。

下記の実績（認証取得）の該当項目数により評価します。

〈次世代育成支援活動実績〉
育児休業制度が就業規則等に規定されている場合に評価します。
（確認は就業規則等の写しの提出により行います。）

〈男女共同参画活動実績〉
「男女がいきいきと働いている企業」として三重県知事表彰を受賞している企業又は三重県知事認証を受けている企業を評価します。
（確認は、表彰状の写し又は認証書の写しの提出により行います。)
※当該工事の入札に参加する者が表彰または認証を受けていることを条件とします。

〈障がい者雇用実績〉
障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障がい者雇用の有無により評価します。

確認は、法律により雇用が義務づけられている企業の場合、法定雇用が達成されていることが確認できる書類（職業安定所へ提出した最
新（８月１日以降に入札の公告を行う工事については当該年度のものに限る）の障害者雇用状況報告書等）の写しにより行います。

それ以外の企業の場合、雇用している障がい者の障害者手帳の写しや手帳番号等とその者の常時雇用（３ヶ月以上）のわかる書類（保険
証等の写し）により確認します。

〈ISO1400１、M-EMSの認証取得〉
ISO１４００１、Ｍ－ＥＭＳ（ステップ２）または（ステップ１）の認証取得の有無により評価します。
（確認は、評価機関による登録証等の写しの提出により行います。）
・認証されている範囲がわかる付属書等の写しも提出してください。
※ISO14001、M-EMS（ステップ２）、M-EMS（ステップ１）のいずれかの認証があれば評価します。
※ISO14001とM-EMSに複数の認証を受けている場合でも１項目の実績として評価します。
※ISO14001は、当該工事の入札に参加する者が認証を受けていることを条件とします。（付属書の添付等）

評価基準に記載の計算式により評価します。
・申請時点において、契約中の契約金額２千５百万円以上の当該業種（土木一式工事）の公共機関等発注の工事件数と当該業種に係る1級
技術者数の比率 ： 手持ち工事量（J）

J=当該業種契約金額2千5百万円以上の公共機関等発注の工事件数／当該業種の1級技術者数
※手持ち工事のうち、平成２４年４月１日以降に公告した三重県発注の低入札（調査基準価格を下回る入札）契約工事については、手持ち
工事件数を２件とみなして評価します。
・加算点は、小数点以下切り捨てとします。

手持ち工事無しの場合

工事成績
格付けに係る
平均工事成績

備 考

平成２５年度または平成２６年度における伊勢建設事務所管内の公共施設美化活動の活動実績の有無により評価します。
・公共施設美化活動の活動実績の報告（届出）書の写しを提出してください。なお、貴社が美化活動に参加しているが、その活動の申請者で
ない場合は、美化活動の申請者による活動証明書（貴社の美化活動への参加が確認できるもの）も提出してください。
・「公共施設美化活動」とは、三重県県土整備部が定める住民参加に係る事業（河川・海岸美化ボランティア活動推進事業、道路美化ボラン
ティア活動助成事業、フラワーオアシス推進事業、ふれあいの道事業）を指します。

「災害協定１の実績」または「災害協定２の実績」の有無により評価します。
・「災害協定１」とは、「伊勢建設事務所と締結した地震・津波・風水害等の緊急時における運用協定」をいいます。
・「災害協定１の実績」は、「災害協定１」に基づいた緊急連絡応援体制ネットワーク確立のための伝達訓練への参加実績を指します。

なお、「災害協定１の実績」は、平成２５年度または平成２６年度の参加実績を対象とします。
（確認は、活動証明書の写しの提出により行います。）

・「災害協定２」とは、「技術資料作成上の留意事項」に記載した、「伊勢建設事務所管内の市町との防災協定」又は「三重県との防災協定」を
いいます。
・「災害協定２の実績」は、「災害協定２」を締結している場合を指します。

なお、「災害協定２の実績」は、平成２５年度または平成２６年度の防災協定締結を対象とします。（対象期間以前の協定締結で、自動継続
している協定は含みます。）
（協定書等の内容及び登録企業の確認は、協定書等の写しの提出により行います。）
・「災害協定２の実績」については、協定書等に災害時の建設業者の活動義務が規定されているものを対象とします。
・「災害協定２の実績」の評価については、伊勢建設事務所管内に本店もしくは支店または営業所を有する企業に限ります。
※「災害協定１の実績」と「災害協定２の実績」の重複評価は行いません。

無

平成２４年度または２５年度における伊勢建設事務所発注の雪氷対策元請契約、平成２４年度下半期～平成２６年度下半期における伊勢建
設事務所発注の小規模業務委託元請契約（舗装補修業務等は除く）のどちらかの実績の有無により評価します。
※伊勢建設事務所発注の小規模業務委託には、土木系の小規模修繕業務委託の他、伊勢建設事務所発注の流域下水道管渠施設等小規
模修繕業務委託も含みます。

「本店及び建設業法上の主たる営業所」の所在地により評価します。

雪氷対策元請実績・小規模業務委託元請実績（土木系）
有

3

3

様式－３
様式－１１

全て県内企業による施工

様式

本店等所在地

加算点

上記以外の伊勢建設事務所管内

小項目

○○地内 様式－２
様式－１１

工事実績

公共施設美化活動実績

無

有

災害協定１の実績

評価対象工事の元請としての単独・JV構成員
（出資比率20%以上に限る)工事実績

災害協定２の実績

上記以外

①～④のうち４項目の実績（認証取得）あり

大項目 評価基準中項目

①～④のうちいずれか２項目の実績（認証取得）あり
社会貢献度

災害協定の評価

地域貢献度

地域精通度

60

加算点 計算式 ＝ (平均工事成績点－７５点)  ×  ２０/１５

～

上記以外

※７５点未満の場合

左欄の①～④のうち、該当する項目数

実績（認証取得）なし

20

換算後の単位数の合計が推奨単位以上

換算後の単位数の合計が推奨単位の1/2以上

様式－３
様式－１１

10

※９０点以上の場合

加算点 計算式 ＝ 〔-１２．５×手持ち工事量(J)〕＋１０

手持ち工事量(J)が０．８以上の場合

様式－５
様式－１１

有

5

様式－４
様式－１１

99

10

①～④のうちいずれか３項目の実績（認証取得）あり

①～④のうちいずれか１項目の実績（認証取得）あり

10

上記以外又は実績なし

平成２６年度 総合評価見直し試行（案） 
（予定価格７千万円以上1億５千万円未満） 


